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�愛媛県告示第１２１４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画事業を認可した。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 施行者の名称

四国中央市

２ 都市計画事業の種類及び名称

四国中央都市計画道路事業

３・５・８ 塩谷小山線

３・６・１０ 川之江山田井線

３ 事業施行期間

平成２２年１０月２９日から

平成２９年３月３１日まで

４ 事業地

� 収用の部分

愛媛県四国中央市川之江町字枯木、字中田道西、字馬場八屋

敷、字馬場、字八将神下及び字八将神西並びに金生町字山之端

及び字川関地内

� 使用の部分

なし
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�愛媛県告示第１２１６号
大洲市土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・本郷地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条

第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のとお

り関係書類を縦覧に供する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

本郷地区）計画書の写し

� 大洲市土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年１１月１日から１１月３０日まで

３ 縦覧場所

大洲市役所

�������
�愛媛県告示第１２１７号
大洲市土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・本村地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条

第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のとお

り関係書類を縦覧に供する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

本村地区）計画書の写し

� 大洲市土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年１１月１日から１１月３０日まで

３ 縦覧場所

大洲市役所

�愛媛県告示第１２１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜港線
新居浜市西の土居町一丁目乙２２３番５から

同町二丁目乙１８６番３まで
平成２２年１０月２９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線
大洲市肱川町山鳥坂甲２８０番地先から

同町山鳥坂甲２８１番３地先まで

旧 ６．１～８．７ ０．０９９

新 ６．０～１６．１ ０．１１０
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公 告

�公 告

平成２３年度及び平成２４年度において県が発注する建設工事に係る

競争入札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に

加わろうとする者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにそ

の審査の申請（以下「申請」という。）の時期及び方法等を、次の

とおり定めた。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

� 大工工事

� 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事

� 屋根工事

� 電気工事

	 管工事


 タイル・れんが・ブロック工事

� 鋼構造物工事

� 鉄筋工事


 舗装工事

� しゅんせつ工事

� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

� 内装仕上工事

� 機械器具設置工事

� 熱絶縁工事

� 電気通信工事

� 造園工事

� さく井工事

� 建具工事

� 水道施設工事

� 消防施設工事

� 清掃施設工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 当該競争入札等に係る契約を締結する能力を有しない者及び

破産者で復権を得ない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２

項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）

の規定により県の入札に参加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）第２条の規定

による等級別格付け（以下「格付け」という。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」という。）第１２

条第２項において例によることとされる業者選定要領の規定

による格付けをされた経常建設共同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２項の通知を受

けた特定建設工事共同企業体（特定建設工事共同企業体が加

わることができる競争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

平成２２年１１月１０日（水）から１２月１７日（金）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。

なお、その後も、随時申請を受け付けるが、この場合には、競

争入札等に間に合わないことがある。

また、特定建設工事共同企業体に係る申請は、共同企業体要綱

第１０条の規定による特定建設工事共同企業体による競争入札の公

告の日以後に受け付ける。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

県のホームページのえひめの土木（http://www.pref.ehime.jp

/070doboku/020gijutsukikak/00005739041124/index.htm）から

ダウンロードするか、又は別表の提出先に請求する。

� 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参して提出するものとする。

� �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業体に係
る申請書類の請求先及び提出先は、共同企業体要綱第１０条の規

定による特定建設工事共同企業体による競争入札の公告に定め

るところによる。

�愛媛県告示第１２１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線
大洲市肱川町山鳥坂甲２８０番地先から

同町山鳥坂甲２８１番３地先まで
平成２２年１１月１日
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６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、平成２３年度及び平成２４年度の建設工事に係る競争入札

等について効力を有する。ただし、特定建設工事共同企業体に係

る資格は、当該特定建設工事共同企業体を結成して加わろうとす

る競争入札等について効力を有する。

９ 平成２５年度及び平成２６年度の資格審査

平成２５年度及び平成２６年度の建設工事に係る競争入札等に加わ

ろうとする者の資格については、平成２４年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問い合わせ先

愛媛県土木部管理局土木管理課建設業係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２６４４
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

顕微赤外分光光度計の購入

� 購入物品名及び数量

顕微赤外分光光度計 ２式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２３年３月２３日

� 納入場所

愛媛県産業技術研究所紙産業技術センター

（四国中央市妻鳥町乙１２７番地）

� 入札方法

ア 入札は、愛媛県電子入札システムによる電子入札により行

うこと。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

（以下「運用基準」という。）８�又は�の規定により紙入
札による参加承諾を受けた者にあっては、紙入札を行うこと

ができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２０・２１・２２年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期間

電子入札による場合は、平成２２年１２月１４日（火）午前９時か

ら同月１５日（水）午後１時５９分まで

紙入札による場合は、平成２２年１２月１５日（水）午後１時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２２年１２月１５日（水）午後２時００分

愛媛県総務部会議室（入札室） 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。
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監 査 公 表

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２２年１２月７日（火）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：FT―IR

Microscope，２ set

� Time limit of tender：１：５９ p．m．，１５ December２０１０

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury Bureau，

Ehime Prefectural Government，4―4―2 Ichibancho，Matsuyama，

Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�公表第２７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

行 政 シ ス テ ム 改 革 課 〃

企 画 調 整 課 平成２２年８月１８日

交 通 対 策 課 〃

統 計 課 〃

情 報 政 策 課 〃

秘 書 課 平成２２年９月２日

広 報 広 聴 課 〃

県 民 生 活 課 〃

男 女 参 画 課 平成２２年８月２０日

県 民 活 動 推 進 課 平成２２年９月６日

人 権 対 策 課 平成２２年９月２日

消 防 防 災 安 全 課 平成２２年８月２０日

危 機 管 理 課 〃

環 境 政 策 課 平成２２年９月２日

循 環 型 社 会 推 進 課 〃

自 然 保 護 課 〃

保 健 福 祉 課 平成２２年８月２６日

医 療 対 策 課 〃

健 康 増 進 課 〃

薬 務 衛 生 課 〃

子 育 て 支 援 課 平成２２年８月２３日

障 害 福 祉 課 〃

長 寿 介 護 課 〃

産 業 政 策 課 平成２２年８月１７日

労 政 雇 用 課 〃

産 業 創 出 課 〃

経 営 支 援 課 〃

観 光 物 産 課 平成２２年８月３０日

国 際 交 流 課 〃

農 政 課 〃

農 業 経 済 課 平成２２年８月２０日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 平成２２年９月１日

農 地 整 備 課 平成２２年８月１８日

農 産 園 芸 課 〃

畜 産 課 〃

林 業 政 策 課 平成２２年８月２６日

森 林 整 備 課 〃

漁 政 課 平成２２年９月１日

水 産 課 平成２２年８月２６日

漁 港 課 平成２２年９月１日

土 木 管 理 課 平成２２年８月２５日

用 地 課 〃

河 川 課 平成２２年８月２０日

水 資 源 対 策 課 〃

港 湾 海 岸 課 〃

砂 防 課 平成２２年９月１日

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成２２年９月６日

人 事 課 〃

財 政 課 〃

税 務 課 〃

市 町 振 興 課 平成２２年８月１７日

私 学 文 書 課 〃
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道 路 建 設 課 平成２２年８月２４日

道 路 維 持 課 〃

都 市 計 画 課 平成２２年９月１日

都 市 整 備 課 〃

建 築 住 宅 課 平成２２年８月２０日

出 納 局 平成２２年８月２４日

人 事 委 員 会 事 務 局 平成２２年９月１日

議 会 事 務 局 平成２２年９月６日

監 査 事 務 局 〃

労 働 委 員 会 事 務 局 〃

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 生産動態統計調査において、調査員による不適正な調査が行われて

いたので、再発防止策を検討し、適切な処理に万全を期されたい。

（統計課）

２ 県民生活に関する世論調査及び愛媛県政に関する世論調査について、

複数年度にわたり集計結果に誤りがあったため、本調査の重要性を認

識し、再発防止策を検討し、適切な処理に万全を期されたい。

（広報広聴課）

３ 代執行費用徴収金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３

（循環型社会推進課）

４ 生活安定資金貸付金償還金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ５８８者 ５０，７１１，６７０

（保健福祉課）

５ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１１年度及び１２年度 １者 １３２，０００

（保健福祉課）

６ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ７５０，９６０ ６，２２０，４００ ６，９７１，３６０

２０年度 ２５０，３２０ ２４，１２７，４４０ ２４，３７７，７６０

差引増減 ５００，６４０ △１７，９０７，０４０ △１７，４０６，４００

（子育て支援課）

７ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２１，８９７，９０１ １６０，０８９，２８４ １８１，９８７，１８５

２０年度 ２１，６４６，５６５ １４１，７９０，５００ １６３，４３７，０６５

差引増減 ２５１，３３６ １８，２９８，７８４ １８，５５０，１２０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １，３０８，４３３ １８，０７９，２２５ １９，３８７，６５８

２０年度 １，５５９，４２１ １６，９０３，７６９ １８，４６３，１９０

差引増減 △２５０，９８８ １，１７５，４５６ ９２４，４６８

（子育て支援課）

８ 産休等代替職員設置事業費補助金について、一部の補助で事業効果

が十分に発現していないと認められるものが見受けられたので、有効

性の観点から補助の必要性、妥当性を検討し、改善されたい。また、

十分に機能していない代替職員の登録制についても見直しされたい。

（子育て支援課）

９ 心身障害者扶養共済年金過払金について、適切な債権管理が望まれ

る。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２０年度 １者 ３６０，０００

（障害福祉課）

１０ 企業立地促進事業費補助金返還金について、適切な債権管理が望ま

れる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００

（産業政策課）

１１ 地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、適切な債

権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１１年度～１８年度 ２者 １２１，８００

（労政雇用課）

１２ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、繊維

工業構造改善資金貸付金償還金、設備近代化資金貸付金償還金及び施

設共同化資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

（高度化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ １，０６３，８４６，０００ １，０６３，８４６，０００

２０年度 ０ １，０７３，８４６，０００ １，０７３，８４６，０００

差引増減 ０ △１０，０００，０００ △１０，０００，０００

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ２０８，４１３，６７９ ２０８，４１３，６７９
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�公表第２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

２０年度 ０ ２２１，４９２，９９９ ２２１，４９２，９９９

差引増減 ０ △１３，０７９，３２０ △１３，０７９，３２０

（設備近代化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ３２，２５８，９９８ ３２，２５８，９９８

２０年度 ０ ３２，３５８，９９８ ３２，３５８，９９８

差引増減 ０ △１００，０００ △１００，０００

（施設共同化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

２０年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

差引増減 ０ ０ ０

（経営支援課）

１３ 中小企業振興資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１３年度 １者 １８，２３０

（経営支援課）

１４ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １２，７８２，０００ １９，３２３，０４４ ３２，１０５，０４４

２０年度 １，８７５，０００ １８，７７８，０４４ ２０，６５３，０４４

差引増減 １０，９０７，０００ ５４５，０００ １１，４５２，０００

（林業政策課）

１５ 林業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うもの。）

について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１６年度
及び

１９年度～２１年度
５者 ２，０３１，８１１

（林業政策課）

１６ 県有林経営事業特別会計について、平成２１年度末の歳入不足額は２１

億８，６５３万円余と前年度より３，９１６万円余悪化していることから、今後

とも健全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。（森林整備課）

１７ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ １，４３０，０００ １，４３０，０００

２０年度 １，０００，０００ ３，０７０，０００ ４，０７０，０００

差引増減 △１，０００，０００ △１，６４０，０００ △２，６４０，０００

（漁政課）

１８ 違約金（設計委託業務に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１２年度 １者 ２１０，０００

（漁港課）

１９ 住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ６２９，２２２ ２８，７３４，２８３ ２９，３６３，５０５

２０年度 １，８７９，５７６ ２７，６１６，２２９ ２９，４９５，８０５

差引増減 △１，２５０，３５４ １，１１８，０５４ △１３２，３００

（建築住宅課）

２０ 県営住宅の家賃について、県営住宅管理システムへの入力誤りによ

る入居者に対する誤請求があったので、再発防止策を徹底して、適切

な処理に万全を期されたい。 （建築住宅課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２２年７月２７日、
平成２２年７月２８日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２２年７月２７日、
平成２２年７月２８日

四 国 中 央 保 健 所 平成２２年７月２８日

産 業 経 済 部 平成２２年７月２７日、
平成２２年７月２８日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２２年７月２７日

建 設 部 平成２２年７月２８日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 〃

今 治 土 木 事 務 所 〃

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

台 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

出 納 室 〃

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。
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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

全を期されたい。 （建設部）

７ 証明事務に係る証紙収入（２件）について、証明事務等に係る手数

料条例が改正されていたにもかかわらず、改正前の額を徴収していた

ため、計２００円が不足していた。 （四国中央土木事務所）

８ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ９８６，５００ ３，７２３，１００ ４，７０９，６００

２０年度 ２，２７０，７００ ３，３９４，０００ ５，６６４，７００

差引増減 △１，２８４，２００ ３２９，１００ △９５５，１００

（今治土木事務所）

９ 違約金（工事請負契約及び設計委託業務に伴うもの。）について、

適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１４年度 ２者 １０９，７２５

（今治土木事務所）

１０ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１４年度 １者 ３７，９２５

（今治土木事務所）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ４７２，０６７，３５９ ８２０，４６６，２００ １，２９２，５３３，５５９

２０年度 ４９６，８４４，９２１ ７２７，７６０，７６０ １，２２４，６０５，６８１

差引増減 △２４，７７７，５６２ ９２，７０５，４４０ ６７，９２７，８７８

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １１３，０２０ ９９，０００ ２１２，０２０

２０年度 １０４，０００ ０ １０４，０００

差引増減 ９，０２０ ９９，０００ １０８，０２０

（健康福祉環境部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５，２１２，６４８ ７，８４８，３０２ １３，０６０，９５０

２０年度 ３，３９５，８４４ ５，１１６，３５２ ８，５１２，１９６

差引増減 １，８１６，８０４ ２，７３１，９５０ ４，５４８，７５４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １６５，７９６ ５１３，３７６ ６７９，１７２

２０年度 １５０，３２８ ３６３，０４８ ５１３，３７６

差引増減 １５，４６８ １５０，３２８ １６５，７９６

（健康福祉環境部）

４ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２，１６７，４８２ ４，６５４，５００ ６，８２１，９８２

２０年度 ３，５８０，７００ ２，６７５，８００ ６，２５６，５００

差引増減 △１，４１３，２１８ １，９７８，７００ ５６５，４８２

（建設部）

５ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 １１５，６８８

（建設部）

６ 県営住宅の家賃について、電算システムへの入力誤りによる入居者

に対する誤請求があったので、再発防止策を検討し、適切な処理に万

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２２年７月２２日

健 康 福 祉 環 境 部 〃

産 業 経 済 部 平成２２年７月２２日、
平成２２年７月２３日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２２年７月２３日

建 設 部 〃

久 万 高 原 土 木 事 務 所 〃

出 納 室 平成２２年７月２２日

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 新ふるさと総合支援事業費補助金について、実績報告書が２２年度に

入って補助事業者から提出されていたため、年度内に実施すべき完了

検査が年度を越えて行われていた。 （総務企画部）

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号

８４６
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�公表第３０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

２ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８１６，１５９，４４０ １，６０１，１８５，０２８ ２，４１７，３４４，４６８

２０年度 ９１２，９７９，５１８ １，５４９，０５９，０５３ ２，４６２，０３８，５７１

差引増減 △９６，８２０，０７８ ５２，１２５，９７５ △４４，６９４，１０３

（総務企画部）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ３４６，９００ ９９３，１３６ １，３４０，０３６

２０年度 ７５８，４５６ ３５４，６８０ １，１１３，１３６

差引増減 △４１１，５５６ ６３８，４５６ ２２６，９００

（健康福祉環境部）

４ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １，１１８，１２１ ４，１０９，９６７ ５，２２８，０８８

２０年度 ７９６，０４６ ３，７５７，０８４ ４，５５３，１３０

差引増減 ３２２，０７５ ３５２，８８３ ６７４，９５８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ １，６７４，７６４ １，６７４，７６４

２０年度 ０ １，７２８，２６４ １，７２８，２６４

差引増減 ０ △５３，５００ △５３，５００

（健康福祉環境部）

５ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度 １者 ３，９６５，０００

（産業経済部）

６ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１６年度 １者 ９７，０１６

（産業経済部）

７ 給与資金前渡担任者の預金口座について、平成１４年１１月１２日に入金

のあった３，０７１円を放置していたほか、預金利子９円を収入していな

かった。 （産業経済部）

８ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １５，０４５，９００ ４７，６７６，１３０ ６２，７２２，０３０

２０年度 １９，５４７，７００ ４２，２９１，５８０ ６１，８３９，２８０

差引増減 △４，５０１，８００ ５，３８４，５５０ ８８２，７５０

（建設部）

９ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１９年度 ３者 １，０６０，９４６

（建設部）

１０ 損害弁償金について、条例の規定がないにもかかわらず延滞金を徴

収していたので、適切な徴収及び債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ６３３，０００

（建設部）

１１ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２１年度 ２者 ５５，０８７

（建設部）

１２ 県営住宅の家賃について、電算システムへの入力誤りによる入居者

に対する誤請求があったので、再発防止策を検討し、適切な処理に万

全を期されたい。 （建設部）

１３ 港湾局部改良工事（松局・可浮改第１６号の２）において、別途発注

工事に支給する工事材料を購入していたが、発注計画、現場等諸条件

に配慮しつつも、実態に即した間接工事費を計上するなど、より一層

の経済性に留意して設計積算されたい。 （建設部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２２年７月３０日、
平成２２年８月５日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２２年７月３０日、
平成２２年８月５日

産 業 経 済 部
平成２２年７月３０日、
平成２２年８月５日、
平成２２年８月６日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２２年７月３０日

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号

８４７
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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １３８，０００ ６３８，０８２ ７７６，０８２

２０年度 ５９１，０８２ ２４７，０００ ８３８，０８２

差引増減 △４５３，０８２ ３９１，０８２ △６２，０００

（健康福祉環境部（八幡浜支局福祉室））

５ 現金支給する職員（１名）の給与について、給与資金前渡担任者預

金口座に入金があってから１１か月以上経過して支給していた。

（産業経済部）

６ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８６６，８００ １，４０３，０００ ２，２６９，８００

２０年度 １，２５４，１００ １，２１１，９００ ２，４６６，０００

差引増減 △３８７，３００ １９１，１００ △１９６，２００

（建設部）

７ 住宅貸付料について、収入未済額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ５５８，２００ ５５８，２００

２０年度 ０ ５５８，２００ ５５８，２００

差引増減 ０ ０ ０

（大洲土木事務所）

８ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２０年度 １者 ４６，７２５

（大洲土木事務所）

９ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２０年度 １者 ７，３７７

（大洲土木事務所）

１０ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ７０，８００ １，３３４，６００ １，４０５，４００

２０年度 ２０７，２００ １，１４４，３００ １，３５１，５００

差引増減 △１３６，４００ １９０，３００ ５３，９００

（八幡浜土木事務所）

建 設 部 平成２２年８月６日

大 洲 土 木 事 務 所 平成２２年７月３０日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 〃

西 予 土 木 事 務 所 〃

愛 南 土 木 事 務 所 平成２２年８月６日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

出 納 室 〃

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額

の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １７８，３７２，３５７ ３４８，０６５，５２６ ５２６，４３７，８８３

２０年度 ２０８，７１９，７４９ ３０９，０４５，８５４ ５１７，７６５，６０３

差引増減 △３０，３４７，３９２ ３９，０１９，６７２ ８，６７２，２８０

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５５５，９００ ６，５８６，３３３ ７，１４２，２３３

２０年度 ３，７６７，４１１ ３，０７０，９２２ ６，８３８，３３３

差引増減 △３，２１１，５１１ ３，５１５，４１１ ３０３，９００

（健康福祉環境部（地域福祉課））

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２，５８０，９７０ ４，７００，６３１ ７，２８１，６０１

２０年度 ２，１８７，７７４ ３，６７１，８２０ ５，８５９，５９４

差引増減 ３９３，１９６ １，０２８，８１１ １，４２２，００７

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １２０，７１６ １，６００，４４６ １，７２１，１６２

２０年度 ４９，３８２ １，６００，４４６ １，６４９，８２８

差引増減 ７１，３３４ ０ ７１，３３４

（健康福祉環境部）

４ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。
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監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 京 事 務 所 平成２２年４月９日

研 修 所 〃

消 防 学 校 〃

消 費 生 活 セ ン タ ー 〃

医 療 技 術 大 学 〃

中 央 児 童 相 談 所 平成２２年５月２０日

東 予 児 童 相 談 所 平成２２年５月１２日

南 予 児 童 相 談 所 平成２２年４月１３日

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 平成２２年５月２０日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 平成２２年５月１８日

衛 生 環 境 研 究 所 平成２２年５月２０日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 平成２２年４月９日

歯 科 技 術 専 門 学 校 〃

看 護 専 門 学 校 平成２２年５月１２日

身 体 障 害 者 更 生 相 談 所 平成２２年５月２０日

婦 人 相 談 所 〃

知 的 障 害 者 更 生 相 談 所 〃

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２２年５月１８日

え ひ め 学 園 平成２２年４月９日

計 量 検 定 所 平成２２年５月２０日

産 業 技 術 研 究 所
平成２２年４月９日、
平成２２年４月１６日、
平成２２年５月１２日、
平成２２年５月１８日

新 居 浜 高 等 技 術 専 門 校 平成２２年４月９日

今 治 高 等 技 術 専 門 校 〃

松 山 高 等 技 術 専 門 校 平成２２年５月２０日

宇 和 島 高 等 技 術 専 門 校 平成２２年４月１３日

大 阪 事 務 所 平成２２年５月１０日

病 害 虫 防 除 所 平成２２年４月９日

農 業 大 学 校 〃

農 林 水 産 研 究 所
平成２２年４月９日、
平成２２年４月１３日、
平成２２年４月１６日、
平成２２年５月１２日

家 畜 病 性 鑑 定 所 平成２２年４月１３日

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 授業料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５３５，８００ １８９，６００ ７２５，４００
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

２０年度 ２６７，９００ ３１０，５００ ５７８，４００

差引増減 ２６７，９００ △１２０，９００ １４７，０００

（医療技術大学）

２ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５，５９３，９８０ ４５，９４４，０３３ ５１，５３８，０１３
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

２０年度 ５，１２８，６４０ ４９，００８，４６３ ５４，１３７，１０３

差引増減 ４６５，３４０ △３，０６４，４３０ △２，５９９，０９０

（中央児童相談所）

３ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １０，０９９，７１８ １，１６３，８４０ １１，２６３，５５８
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

２０年度 １，００３，３９０ １０，３９０，００８ １１，３９３，３９８

差引増減 ９，０９６，３２８ △９，２２６，１６８ △１２９，８４０

（東予児童相談所）

４ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８４５，０１０ ４，６０２，２３０ ５，４４７，２４０
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年度比）

２０年度 ８６８，０２０ ５，４４６，９８０ ６，３１５，０００

差引増減 △２３，０１０ △８４４，７５０ △８６７，７６０

（南予児童相談所）

５ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保に努め

るとともに、収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １，４７１，５６０ ２，０４４，７９３ ３，５１６，３５３
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

２０年度 １，５９１，５０１ １，１６５，６８６ ２，７５７，１８７

差引増減 △１１９，９４１ ８７９，１０７ ７５９，１６６

（子ども療育センター）

６ 産業廃棄物の収集運搬処分に係る委託契約（平成２０年度分）につい

て、次のとおり改善を要する点があった。

・収集運搬業務と処分業務を一つの業務とした随意契約であったにも

かかわらず、処分業の許可を有しない者から見積りを徴し、その者

と契約を締結していた。また、別途処分業務を処分業の許可を有す

る者へ委託したところ、適正な会計手続をとっていなかった。

・検査調書を作成していなかった。 （産業技術研究所）

７ 生産品について、水稲種子は平成２１年５月に、麦種子は１０月に売却

処分を行っていたにもかかわらず、これらの収入調定が２２年２月と著
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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

西 条 農 業 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

小 松 高 等 学 校 平成２２年２月１６日

東 予 高 等 学 校 〃

丹 原 高 等 学 校 〃

今 治 西 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

今 治 南 高 等 学 校 平成２２年２月１６日

今 治 北 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

今 治 工 業 高 等 学 校 平成２２年２月１６日

伯 方 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

弓 削 高 等 学 校 〃

北 条 高 等 学 校 〃

松 山 東 高 等 学 校 平成２２年２月１６日

松 山 南 高 等 学 校 平成２２年１月２７日

松 山 北 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

松 山 中 央 高 等 学 校 〃

松 山 工 業 高 等 学 校 〃

松 山 商 業 高 等 学 校 〃

東 温 高 等 学 校 〃

上 浮 穴 高 等 学 校 平成２２年２月１８日

小 田 高 等 学 校 〃

伊 予 農 業 高 等 学 校 平成２２年１月２７日

伊 予 高 等 学 校 〃

中 山 高 等 学 校 〃

大 洲 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

大 洲 農 業 高 等 学 校 〃

長 浜 高 等 学 校 〃

内 子 高 等 学 校 〃

八 幡 浜 高 等 学 校 〃

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 〃

川 之 石 高 等 学 校 〃

三 崎 高 等 学 校 〃

三 瓶 高 等 学 校 〃

宇 和 高 等 学 校 〃

野 村 高 等 学 校 〃

宇 和 島 東 高 等 学 校 〃

宇 和 島 水 産 高 等 学 校 平成２２年１月２８日

吉 田 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

三 間 高 等 学 校 平成２２年１月２８日

北 宇 和 高 等 学 校 〃

津 島 高 等 学 校 平成２２年１月２７日

南 宇 和 高 等 学 校 〃

今 治 東 中 等 教 育 学 校 平成２２年１月２８日

松 山 西 中 等 教 育 学 校 平成２２年１月２１日

宇和島南中等教育学校・高等学校 〃

松 山 盲 学 校 〃

松 山 聾 学 校 〃

しく遅延していた。 （農林水産研究所）

８ 生産品（水稲及び麦の原種、原々種）について、実際の保管数量と

生産品受払簿の現在数量に差異が認められたため、種子の重要性を認

識し、品種ごとの保管数量が把握できるよう、生産、保管の適切な管

理方法を検討されたい。 （農林水産研究所）

９ 研修施設の調理員（日々雇用職員）の雇用及び給食費徴収金につい

て、次のとおり改善を要する点があった。

・調理員の勤務時間は、勤務体制によって異なるため、勤務時間を確

認できる記録等を保管するなどして的確に勤務実績を把握されたい。

・研修生から徴収する給食費徴収金は私費会計として調理員が取り扱

っているが、現金出納簿や領収書等が整備されていなかったので、

適正な管理方策を検討されたい。 （農林水産研究所）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２２年８月２５日

生 涯 学 習 課 〃

義 務 教 育 課 平成２２年８月２３日

高 校 教 育 課 〃

人 権 教 育 課 〃

特 別 支 援 教 育 課 〃

文 化 振 興 課 平成２２年８月２５日

文 化 財 保 護 課 〃

保 健 ス ポ ー ツ 課 〃

中 予 教 育 事 務 所 平成２２年５月１８日

東 予 教 育 事 務 所 平成２２年４月９日

南 予 教 育 事 務 所 平成２２年５月３１日

総 合 教 育 セ ン タ ー 平成２２年４月９日

総 合 科 学 博 物 館 〃

歴 史 文 化 博 物 館 〃

図 書 館 平成２２年５月１８日

美 術 館 〃

川 之 江 高 等 学 校 平成２２年１月２１日

三 島 高 等 学 校 〃

土 居 高 等 学 校 〃

新 居 浜 東 高 等 学 校 〃

新 居 浜 西 高 等 学 校 〃

新 居 浜 南 高 等 学 校 〃

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 〃

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 平成２２年２月１８日

西 条 高 等 学 校 〃
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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 〃

み な ら 特 別 支 援 学 校 〃

今 治 特 別 支 援 学 校 平成２２年１月２８日

宇 和 特 別 支 援 学 校 平成２２年１月２１日

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減に、より一層努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２５，８５１，０００ １９，６６８，０００ ４５，５１９，０００

２０年度 １８，３８０，０００ １３，５７４，０００ ３１，９５４，０００

差引増減 ７，４７１，０００ ６，０９４，０００ １３，５６５，０００

（教育総務課）

２ 職員（１名）の単身赴任手当（加算額）について、認定した交通距

離は最も経済的かつ合理的と認められる通常の交通の経路及び方法に

より算定されているとはいえないため、計２４，０００円（平成２１年４月か

ら７月までの４か月分）が過支給となっていた。 （高校教育課）

３ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減に、より一層努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５４，７８４，３５１ ２８２，６９７，４０５ ３３７，４８１，７５６

２０年度 ４９，７８８，４６７ ２３５，７６９，８９７ ２８５，５５８，３６４

差引増減 ４，９９５，８８４ ４６，９２７，５０８ ５１，９２３，３９２

（人権教育課）

４ 職員の週休日及び勤務時間の割振りについて、「職員の休日、休暇

並びに勤務時間等に関する条例」の定めにより、人事委員会の承認を

得て割振りを定めていたところ、適正な割振りとなっていなかった。

（美術館）

５ 高速道路を利用して通勤している職員（１名）の通勤手当について、

交通用具の使用距離は高速道路を利用するかどうかにかかわらず最短

距離で認定しなければならないと誤ったため、計１１５，０００円（平成１９

年１２月から２１年１２月までの２５か月分）が支給不足となっていた。

（川之江高等学校）

６ 第一教棟耐震改修工事に伴う仮設・移設工事設計業務委託契約につ

いて、光ケーブル専用線移設工事に係る部分は、同専用回線の契約の

相手方であれば無償で行うことができたものであったため、予定価格

の積算において１３５，４５０円が過大となっていた。 （三島高等学校）

７ 平成２０年度に納入のあった物品について、２１年度及び２２年度の予算

で分割して支出していたものがあった。 （松山北高等学校）

８ 更紙・コピー用紙外５件の契約（単価契約）について、それぞれ４

月から８月までの購入代金（計７２２，１８５円）を、平成２１年１０月１６日に

まとめて支払っていた。 （東温高等学校）

９ 第二教棟屋上防水工事（第１号）について、作業用外部足場の面積

が減少したことから設計変更を行うべきところ、これに替えて音楽室

の壁クロスの張り替え工事を請負者に実施させていた。

（伊予農業高等学校）

１０ 教師用指導書の購入（計４５１，９８５円）について、完了検査から５か

月以上経過して代金を支払っていた。 （大洲高等学校）

１１ 現金支給する職員（１名）の給与について、支給定日から２８日経過

して支給していた。 （吉田高等学校）

１２ 非常勤講師（中等教育学校相談員）の報酬について、勤務条件説明

書で定めた支給日から１１日経過して支給していた。

（宇和島南中等教育学校・高等学校）

１３ 電話交換機取替工事（第２号）について、電話回線接続数を拡張す

るフリーポートライセンスは必要なかったため、工事原価で８６，９０４円

が過大となっていた。 （今治特別支援学校）

１４ 特別支援教育就学奨励費（知的障害部門）について、特別の理由が

ないにもかかわらず遅延して支給していた。 （宇和特別支援学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２２年８月３０日

四 国 中 央 警 察 署 平成２２年４月９日

新 居 浜 警 察 署 平成２２年５月１２日

西 条 警 察 署 平成２２年４月９日

西 条 西 警 察 署 平成２２年５月１８日

今 治 警 察 署 平成２２年４月９日

伯 方 警 察 署 平成２２年４月１６日

松 山 東 警 察 署 平成２２年４月９日

松 山 西 警 察 署 平成２２年４月１３日

松 山 南 警 察 署 平成２２年４月９日

久 万 高 原 警 察 署 平成２２年５月１２日

伊 予 警 察 署 平成２２年４月９日

大 洲 警 察 署 平成２２年４月１６日

八 幡 浜 警 察 署 平成２２年４月９日

西 予 警 察 署 平成２２年４月１６日

宇 和 島 警 察 署 平成２２年４月１３日

愛 南 警 察 署 平成２２年４月９日

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８，３７１，０００ １７，６２１，７６３ ２５，９９２，７６３

２０年度 ９，９９３，０００ １５，５４７，７６３ ２５，５４０，７６３

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号
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�公表第３４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新差引増減 △１，６２２，０００ ２，０７４，０００ ４５２，０００

（警察本部）

２ 損害弁償金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 １，３５３，０００

（警察本部）

３ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、収入未済額の縮減に、

より一層努められたい

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８７８，７００ ４０８，６００ １，２８７，３００

２０年度 ３０６，３００ １１９，８００ ４２６，１００

差引増減 ５７２，４００ ２８８，８００ ８６１，２００

（警察本部）

４ 停止処分者講習業務委託契約について、予定価格は職員６名の人件

費の総価で積算されていたところ、業務の実態とかい離したものであ

ったため、業務内容を精査し、より合理的に積算するとともに、経済

性、効率性を考慮して、類似する他業務と一括して契約することを検

討されたい。 （警察本部）

５ 職員の不注意により警察車両による事故が多発（６件）し、当該車

両の毀損があったので、事故防止を徹底されたい。 （警察本部）

６ 職員（２名）の単身赴任手当（加算額）について、認定した交通距

離は最も経済的かつ合理的と認められる通常の交通の経路及び方法に

より算定されているとはいえないため、計７２，０００円（平成２１年４月か

ら２２年１月までの１０か月分）が過支給となっていた。

（四国中央警察署）

７ ホームページを更新した際、誤って窃盗容疑で摘発、補導した少年

の実名などを数日間閲覧できる状態にしており、警察行政に対する県

民からの信頼を損なわせたことは極めて遺憾である。加えて、証明事

務等に係る手数料の額が平成２１年４月に改正されていたにもかかわら

ず従前の額を掲載していた事例もあり、ホームページにおける広報体

制を点検・整備し、再発防止に万全を期されたい。（新居浜警察署）

８ 平成２１年１０月３１日に発生した容疑者逃走事件については、護送勤務

員が基本的事項を遵守しなかったため発生し、これにより地域住民に

多大な不安を与えるとともに、身柄確保までに多額の費用を要し、警

察行政に対する県民からの信頼を損なわせたことは極めて遺憾である。

再発防止に向けた改善措置を速やかに講じるとともに、全職員に対し

て、遵守すべき基本の励行はもとより、緊張感を持って職務を遂行す

るよう指導教養を徹底されたい。 （今治警察署）

９ 職員（１名）の単身赴任手当（加算額）について、認定した交通距

離は最も経済的かつ合理的と認められる通常の交通の経路及び方法に

より算定されているとはいえないため、計１３２，０００円（平成２０年４月

から２２年１月までの２２か月分）が過支給となっていた。

（宇和島警察署）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成２２年６月２３日

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

銅 山 川 発 電 所 平成２２年６月２２日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２２年５月３１日

今治地区工業用水道管理事務所 〃

西条地区工業用水道管理事務所 平成２２年６月２２日

中 央 病 院 平成２２年６月２３日

今 治 病 院 平成２２年５月３１日

南 宇 和 病 院 〃

新 居 浜 病 院 平成２２年６月２２日

（監査の結果）

平成２１年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 電気事業

行政財産使用料（１件３，０００円）が未調定となっていた。

（銅山川発電所）

２ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、給水能力に見合う契約給水

量の確保により経営成績自体は安定しているものの、実績給水量の

減少傾向が続いていることから、給水契約の維持や新規需要の開拓

など、事業の安定を持続させるための取組が望まれる。

西条地区工業用水道事業については、今後は収入に見合った経営

がなされるものと期待しているが、長期借入金及び企業債をあわせ

ると２３６億円余の借入残高があるなど、依然として厳しい財政状態

にあることから、引き続き企業立地の促進等による新規需要の開拓

等に努力を払われたい。

附帯事業（土地造成事業）については、当年度は県内企業１社に

約１，９００�を売却したが、今後とも未処分地約１１万８千�の早期売

却等に努められたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、早期回収に引き続き努めら

れたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 ５，１３５，８２０ ０ ５，１３５，８２０

今治地区工業用水道
給水料金 １，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８

計 ６，７４８，９９８ ０ ６，７４８，９９８

� 営業外未収金（納期到来分）について、早期回収に引き続き努め

られたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
超過料金 ２２４，０６４ ０ ２２４，０６４

西条地区工業用水道
壬生川幹線工事負担
金

１，３８８，８５２ ０ １，３８８，８５２

計 １，６１２，９１６ ０ １，６１２，９１６

� 附帯事業未収金について、早期回収に、より一層努められたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号
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教育委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第９号
愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年１０月２９日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則

愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

造成土地売却等に伴
う割賦代金・割賦利
息

４，００３，４２７ ２，５４１，５７８ ６，５４５，００５

３ 病院事業

� 経営成績については、医業損失は前年度より５億４，６８２万円減の

３８億９，４７７万円、経常損失は前年度より２億３，６５４万円減の１１億７，７０

８万円となったものの、三島病院譲渡に伴う特別損失１９億７，０００万円

を計上したことにより、純損失は前年度より１６億５，２８４万円悪化し、

３０億６，６４５万円となっている。

また、累積欠損金も前年度の２００億４２７万円から、当年度末には２３

０億７，０７２万円に増加しており、長期借入金及び企業債の借入残高２８

３億円余とあわせ非常に厳しい財政状態となっている。

病院事業を取り巻く環境は、医師不足などを背景に厳しさを増し

ているものと思われるが、今後は中央・今治・南宇和・新居浜の４

病院が地域の中核病院として県民医療の確保を図りながら、一層の

経営健全化に取り組むことを期待する。

� 個人医業未収金（納期到来分）について、早期回収に、より一層

努められたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ２２７，７３３，６８１ ６１，４８６，４６６ ２８９，２２０，１４７

今治病院 ５４，７３２，８６７ １７，１８７，２６４ ７１，９２０，１３１

南宇和病院 ３１，５３８，７５３ ９，６０７，６４０ ４１，１４６，３９３

新居浜病院 ４２，３０６，４５６ １４，５４７，９９６ ５６，８５４，４５２

計 ３５６，３１１，７５７ １０２，８２９，３６６ ４５９，１４１，１２３

� 医業外未収金（納期到来分）について、早期回収に引き続き努め

られたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 １，０３０，９８２ １，３３３，８１３ ２，３６４，７９５

今治病院 １４１，５８０ ５２，６８０ １９４，２６０

南宇和病院 １１０，５９０ ２４，３８０ １３４，９７０

新居浜病院 １９９，８９０ ３３，５２０ ２３３，４１０

計 １，４８３，０４２ １，４４４，３９３ ２，９２７，４３５

� 廃止された三島病院に係る個人医業未収金（納期到来分）及び医

業外未収金（納期到来分）について、県立病院課において適切に債

権管理を行うとともに、早期回収に努力が望まれる。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未 収 金 備 考

個人医業未収金 ２４，８６２，９４３

医業外未収金 ２７３，７１０

計 ２５，１３６，６５３

� 廃止された北宇和病院に係る個人医業未収金及び医業外未収金に

ついて、早期回収に引き続き努められたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未 収 金 備 考

個人医業未収金 ６，９９８，７７０

医業外未収金 ８９７，４５３

計 ７，８９６，２２３

� 県立病院看護職員修学奨励金返納金に係る未収金について、早期

回収に引き続き努められたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１４年度 １者 ３５２，０００

	 警備業務委託契約（旧三島病院執行分）について、指名競争入札、

再度の入札及び随意契約を実施したが、予定価格の制限の範囲内の

価格での入札等がなかったところ、予定価格を変更する合理的な理

由がないにもかかわらず、これを変更して新たな指名競争入札を実

施していた。


 資金前渡した文献複写料及び手数料について、資金前渡担任者が

前渡資金を精算することなく１月を超えて保管、使用し、次年度に

繰り越して使用していた。前渡資金は公金であることを認識し、預

金により保管するなど、資金前渡担任者による安全確実な管理方法

を検討されたい。 （中央病院）

� 医事会計・夜間休日受付業務委託契約について、次のとおり改善

を要する点があった。

・一般競争入札、再度の入札及び随意契約を実施したが、予定価格

の制限の範囲内の価格での入札等がなかったところ、予定価格を

変更する合理的な理由がないにもかかわらず、これを変更して特

命随意契約を実施していた。

・代理人が入札していたにもかかわらず、委任状が保存されていな

かった。

・契約締結後、精神病棟の休止に伴い入院医事業務量の減少が見込

まれたので、契約変更について受託者と協議すべきであった。

・レセプト査定分析結果を調査したところ、保険者から同じ理由に

より査定を受けていたものが散見されたので、当該分析結果を生

かせるよう検討されたい。

・業務仕様書に従い、受託者に対し増収可能項目等の提案を積極的

に求めるなど、契約の効果を発揮されたい。 （今治病院）

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積等

所在地 地目 地積 予定価格

今治市南日吉町三丁目甲２３２
番７ 宅 地 ２９１．５５� １３，７００，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２２年１０月２９日（金）から１１月１７日（水）までの執務時

間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５

分までをいう。）

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１６号から第２２号まで及び第２６号の事務にあって

は、教職員厚生室の所掌とする。）

� 省略

� 委員会の委員長、委員及び教育長の秘書に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

�～� 省略

省略

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１５号から第２１号まで及び第２６号の事務にあって

は、教職員厚生室の所掌とする。）

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 教育長の秘書に関すること。

�～� 省略

省略

附 則

この規則は、平成２２年１１月１日から施行する。
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イ 提出場所

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定

する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるものに限る。以下同じ。）により提出する

こと。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２２年１１月１７日（水）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交

付場所並びに問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２２年１１月１０日（水）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２２年１２月２日（木）午後１時３０分

� 入札及び開札の場所

愛媛県今治市石井町四丁目５番５号

愛媛県立今治病院２階講堂

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作

成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

平成２２年１０月２９日 発行
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